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厚生労働行政推進調査事業費補助金 
障害者政策総合研究事業（身体・知的等障害分野） 

 

分担研究報告書 

 

研究課題名（課題番号）：医療的管理下における介護及び日常的な世話が必要な行動障害を有する

者の実態に関する研究 （H27-身体・知的-指定-001 ） 

 
分担研究課題名：地域で生活する知的障害者の健康診断の実施状況について 
 

研究分担者：志賀利一（独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園） 

研究協力者：村岡美幸（独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園） 

 

 

 

A.研究目的 

平成 27 年度は、障害者支援施設における定

期健康診断の実施状況について調査を行った。

結果は、ほとんどすべての施設では年２回以上

の定期健康診断を実施していたが、健康診断の

必須項目については施設により大きく異なっ

ていた。一部の施設で、入所者の年齢の上昇に

合わせ、多くの検診項目を必須としていたが、

多くの施設では、非常に少ない必須項目しか定

めておらず、成人期以降の生活習慣病予防とし

ては不十分な実態であることが明らかになっ

た。そこで、平成 28 年度は、家庭やグループ

ホームで生活している知的障害者を対象にし

た健康診断の実施状況を明らかにし、今後の知

的障害者を対象にした健康診断のあり方につ

いて検討する際の基礎資料を作成することと

した。 

 

 

B.研究方法 

家庭やグループホームで生活している人の

健康診断は、各自ないし親が自治体（あるいは

扶養者の健康保険組合）の健康診断に申し込む

場合もあれば、就労先の事業所、通所先の生活

介護事業所が事業所単位で申し込みを行って

いる場合もあり、利用している事業所や地域に

よって、受診状況や受診項目が異なっているこ

とが想定された。そこで、人口規模の異なる自

治体の自閉症児者親の会（Ａ県：人口 57万人、

親の会会員 78 人、Ｂ市：人口 370 万人、親の

会会員 583 人）に調査協力を依頼し、18 歳以

上の全会員に対してアンケートを実施した。 

なお、調査内容については、平成２７年度

に障害者支援施設を対象に実施した調査とほ

ぼ同様の項目とした。 

 

 

 

研究要旨 
 家庭やグループホームで生活している知的障害者を対象にした健康診断の実施状況を明らかに

し、今後の知的障害者を対象にした健康診断のあり方について検討する際の基礎資料を作成する

ことを目的に調査を行った。調査方法として、人口規模の異なる自治体の自閉症児者親の会 2 カ

所に調査協力を依頼し、18 歳以上の全会員を対象にアンケート調査を実施した。結果は、健康診

断未実施の割合は、2つの親の会で、8％と 22％であった。実施しない理由としては、「本人が怖

がる為」「実施してくれる機関が無い」「てんかん等で既に定期健診を実施している」と回答さ

れており、健康診断実施の方法や、健康診断の重要性についての周知等課題が存在する意ことが

分かった。また、検診項目別の受信状況等についても詳細に分析を行った。今回の調査では、親

の会に加盟し、障害のある人の生活支援に熱心な家族を中心にしたものであることを考慮する必

要がある。 
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C.研究結果 

自閉症児者親の会へのアンケートの回収状

況は、Ａ県 27（回収率 34.6％）、Ｂ市 144（回

収率 24.7％）であった。なお、Ｂ市について

は、全会員に発送している会報の同封する方法

で、アンケート用紙を配布したため、18 歳未

満の会員数を含めた回収率となっている。 

回答者の基本情報は、表１に示す。 

 

表１．回答者の基本情報 

 

 

回答者の内訳として、男性が大多数（Ａ県

88.9％、Ｂ市 82.6％）、年齢は 20 歳代が最も

多く過半数を占める（Ａ県 63.0％、Ｂ市

62.5％）。障害支援区分は区分２～区分６まで

多様であるが、不明がもっとも多い（Ａ県

29.6％、Ｂ市 40.3％）。ほとんどが親と同居し

ており（Ａ県 88.9％、Ｂ市 73.6％）、少数なが

ら単身、GH、入所施設で生活している人も含む。 

一般就労している人は少なく（Ａ県 7.4％、Ｂ

市 20.1％）、大多数は通所施設に通っている。

また、日中の場の「その他」は、大学（院）、

自宅にいる（通所拒否含む）、パソコン教室、

自営業であった。 

健康診断の受診状況は、図１ならびに表２

に示す。健康診断を行っていない人が少数なが

ら存在しており（Ａ県 6人 22.2％、Ｂ市 12人：

8.3％）。その多くは 20 歳代であり、受診しな

い理由として、「子どもの頃からてんかん等で

各種検査を行っているため」「病院が怖い、本

人が行きたがらない」「職場や学校のように定

期検診の機会がない」「病気が見つかると不安」

等の回答が寄せられた。 

 

図１ 健康診断の受診状況 

 

特徴的な数字として、40歳代の健康診断実

施率がＡ県（3人）、Ｂ市（15 人）共に 100%で

あった。また、単身生活者も、Ａ県（2 人）、

Ｂ市（1人）も 100%実施であった。なお、単身

生活者の場合、3人中 2人が職場における健康

診断を、1人が市町村の検診を受けていた。一

方、日中の場所が「その他」で、「自営業」「自

宅にいる」と回答した者で、健康診断を受けて

いるものはいなかった。 

家族同居で、年間 1 回以上の定期健康診断

を受けている割合はＡ県 75.0％、Ｂ市 87.6％

であった。検診項目としては、Ａ県では「身長・

体重・血圧・採尿・血液」を受けている人が

表２．様々な条件による健康診断の受診率 
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71.4％合ったのに対して、Ｂ市では同様の項目

を受信している人が 40.5％に過ぎない。一方、

Ｂ市では、歯科検診 40.7％（Ａ県 13.3％）、採

便 33.3％（Ａ県 0％）に代表されるように、半

数未満だがより多くの検診項目の受診をして

いる人がいる（表３参照）。 

健康診断にかかった個人負担の費用は、未

回答の者を除くと、Ａ県で 17 人（89.5%）、Ｂ

市で 98 人（83.8%）が無料であった。最高額は

6万円で、自己負担額がある人のほとんどは歯

科検診やがん検診を行っていた（表４参照）。 

 

表４．健康診断の自己負担額 

 
 

 

D.考察 

今回の結果から、18歳以上の知的障害者の

大多数は定期健康診断を受診しているが、一定

の割合で定期健康診断を受けておらず、その理

由として、健康に対する心配がありながら、健

康診断の受診の難しさや機会の無さをあげる

ものがいた。また、自営業や特定の日中活動に

参加していない人では、健康診断を受けている

者がいなかった。 

昨年度調査では、検診科目は非常に少ない

が、障害者支援施設に入所している人の健康診

断実施率がほぼ 100％であることを考えると、

通所施設等に通う知的・発達障害者の健康診断

の受診状況についてさらなる調査ならびに検

討が必要であると考えられる。また、今回の調

査は、障害のある人への支援に比較的熱心に取

り組んでいる親の会会員を対象であることを

考えると、その他の知的・発達障害者の健康診

断の受診状況は、今回の調査の数字より低い可

能性がある。 

一方、B 市においては歯科の定期健診に行

っている人が 3 割と比較的多く、うち 15 人は

健康診断とは別に家族が３～4 ヶ月に一度の

ペースで申し込んでいる状況が確認できた。受

診者の年齢も比較的若く、地域において障害者

の予防歯科に対する積極的な取り組みが、数字

として反映されていることも付記しておきた

い。 
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